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勘案した平均値ではない。貸与月額は、第 1種奨学金のみ受給者 4.8万円、第 2種奨学金のみ受
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受けている学生の方が、今以上の増額は希望しない傾向がみられた。
　さらに、第 1種・第 2種併用貸与者のなかで、将来の返済に不安を持ちながらも増額を希望し
ている学生は 8人と、サンプル数が少なかった。そこで、これを除いた集計結果を示しておけば、
現在の貸与月額は、（a）返済不安を持つがゆえに増額を希望しない学生（11.2万円）、（b）返済
不安は持たないけれども増額を希望しない学生（11.1万円）、（c）返済不安は持たないので増額
を希望する学生（9.2万円）、の順に大きかった。
　上述したように、第 1種・第 2種併用貸与者の、現時点での奨学金貸与額はきわめて大きい。
そのなかでも（a）のグループは、最大の貸与額を有している。こうしてみると、現在かかえて
いる貸与額が一定の閾値を超えて大きくなりすぎると、返済不安のゆえに、増額希望を抑制する
という現実的思考が働く可能性が示唆される。また、（b）のグループについても、今でも貸与額
は大きいので、これ以上、奨学金の貸与を受けると、将来の返還が不安であるがゆえに、増額を
希望しない可能性も考えられる。つまり、返還不安をいだかない範囲で、奨学金の貸与額を抑制
している可能性がある。
　こういった行為はいずれも、借りすぎ抑制型「ローン回避」とでも呼べる。つまり、経済事情
を考えると、本来ならもっと奨学金の貸与を受けたいのに、現時点での貸与金額の大きさをもと
にした、返還不安の問題が頭をよぎるゆえに、貸与金額を抑えている学生が存在することになる。
このような学生の場合は、できれば増額してほしいと希望する収入を、アルバイトなどで補う必
要が出てくる。あるいは、学生生活費支出を切り詰めることが必要になってくる。いずれの場合
も、学生生活費確保のため、人並みの学生生活の一部を犠牲にせざるをえない、「無理をする学
生」といえる。
　そして、（a）・（b）と（c）との貸与金額の比較をもとにすれば、増額希望を抑制せざるをえな
いほど、返還不安が顕著に認識されることになる閾値は、月 10万円くらいであるものと予想さ
れる。なお、「無理をする学生」については、以下の①の文献参照。
　ただし、以上については、現段階では可能性の指摘に留まる。確証をえるためには、より精密
な分析が必であることだけ指摘しておきたい。
①岩田弘三「大学教育費負担において『無理をする家計』の問題」、小林雅之（編）『奨学金の社
会・経済的効果に関する実証研究』（大総センターものぐらふ No.9）、東京大学・大学総合研
究センター、2008年、P.76。
13）　小林雅之『進学格差─深刻化する教育費負担』ちくま新書、2008年、PP.90–92。
14）　具体的な 1例をあげておけば、有職学生（社会人学生）を除いても、自宅通学生でありながら、
住居費（アパート代・下宿代・寮費）・光熱費に経費を計上している学生が多数みられた。家庭
の事情で、自宅の住居費を払っている学生も、もちろん存在すると思われる。しかし、すべてが
そのような学生とみなすには、数があまりにも多すぎる。
【付記】　本稿は、「専門学校学生調査からみた学生の経済的支援の現状」（小林雅之〈編〉『専修学校
における生徒・学生支援等に対する基礎調査』（平成 25年度　文部科学省委託事業「生涯学習施
策に関する調査研究」調査研究報告書）、東京大学政策ビジョン研究センターホームページ：
http://pari.u-tokyo.ac.jp/unit/fsu_h25.pdf、2014年 3月、PP. 90–123）を、大幅に加筆・修正
したものである。
